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 新年のご挨拶  

新年おめでとうございます。平素は当事務所の業務にご理解とご 
協力頂き厚く御礼申し上げます。 
 昨年の荒れた天候とは対照的に今年のお正月は天候も良く穏やか 
な新年が迎えられました。『始めよければ終わりよし』の諺のよう 
に今年は日本社会、経済が穏やかな１年であればと思います。 
今年も様々な労働関連諸法令の改正が予定されています。また 

『２００７年問題』の最初の年でもあります。当事務所におきま 
しても、『特定社会保険労務士』の資格付与による労働紛争解決の 
為の代理人業務をはじめとして、変革する労務管理に対応できる 
よう万全を尽くす所存であります。 
 
本年もどうぞよろしくお願いします。 

 

 教育訓練の助成金、助成率２割に半減へ  

              働く人たちの能力開発や資格取得を国が支援する「教育訓練給付金」に 
ついて、厚生労働省は原則として受講料の４割としている現行の助成率を、 
２割に引き下げる方針を固めた。当初は、雇用保険の加入期間が５年以上 
の人を対象に、受講料の８割、上限２０万円まで支給され、０１年からは 
３０万円になった。助成率が高いうえ、働きながら受講できることから、 
英会話やパソコン講座などを受講する利用者が急速に拡大した。しかし、 
審査の甘さなどから、架空の講座を設けるなどして給付を受け取るなどの 
不正受給が横行。また、同省が初心者向けガーデニングなど、趣味的な講 
座まで指定したために批判が相次ぎ、制度を見直して指定基準等を厳格化。 
０３年には、加入期間が５年以上の人は助成率を４割（上限２０万円）に 
引き下げ、３年以上５年未満の人は２割（同１０万円）とした。  

               
 

 
今回の見直しでは、加入期間による差をなくし、「加入期間３年以上、助成率２割」に統一 
する。ただし、働く人の能力を高め、再就職や失業を予防する制度としての意味はあるとし 
て、若者などで初めて給付を受ける人のみは、当面の間、受給要件を「加入期間１年以上」 
に緩和する方針です。 

 
 

このＦＡＸがご不要でありましたら、誠に恐縮ではございますが、この紙面を折り返しＦＡＸして頂く

か、又はご一報頂ければと存じます。送信リストから削除させて頂きます。よろしくお願いします。      
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